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省

外務省設置法、
内閣法

○　外国人の待遇に関しては、各省庁
がそれぞれの施策を実施しているところ
であり、外務省において、関係行政機関

との連絡調整をしている。
○　外国人労働者問題については、各
省庁がそれぞれの施策を実施している
ところであり、内閣官房において、定期
的に外国人労働者問題関係省庁連絡
会議を開催しているほか、  外国人の在
留情報の把握と在留管理の問題につい
ては、「外国人の在留管理に関する
ワーキングチーム」において検討してい

るところである。

ｃ Ⅰ

「小さくて効率的な政府」の実現に向けた行政改革が
進められている中で、新たな組織を設置することは困
難であるが、外国人に関するそれぞれの施策につい
ては、「制度の現状」のとおり、関係省庁の取組や関
係省庁連絡会議の開催により対処しているところで

ある。

　要望者からの以下の再意見を踏まえ、措置の分
類、措置の概要（対応策）について再検討いただきた

い。
「行政改革の趣旨は、無駄を省く中でやるべきことは
行うという考えだと思うが、今後もＦＴＡやEＰＡの締結
により外国人労働者の国内受け入れがますます増
加すると政府自身が予測している中で、外国人政策
を一元的に担当する組織は重要になると考えられ
る。スクラップ＆ビルドの中で新組織として立ち上げ
る必要性について考えがないのかお教えいただきた

い。
また、「「小さくて効率的な政府」の実現に向けた行政
改革が進められている」とあるが、現実問題として外
国人に対する課題解決については、効率的であると
は言い難い。また、「外国人に関するそれぞれの施
策については、「制度の現状」のとおり、関係省庁の
取組や関係省庁連絡会議の開催により対処している
ところ」とあるが、各省庁の具体的な取組の現状が見
えにくく、また依然として省庁間での温度差を感じざ

るを得ない。
今回の規制改革要望に対しても、縦割り回答の感が
ぬぐえず、我が国における日系人の現状や課題を総

合的に捉えているとは思えない。」

c Ⅰ

本要望事項については、第１次回答でお答えしたと
おり、「小さくて効率的な政府」の実現に向けた行政
改革が進められている中で、新たな組織を設置する
ことは困難であるが、外国人に関するそれぞれの施
策については、「制度の現状」のとおり、関係省庁の
取組や関係省庁連絡会議の開催により対処している

ところである。

外国人集住都市会
議　座長　四日市市
長　井上哲夫

2 A
外国人に関する総合的な
政策推進のための組織

の設置

将来的には、外国人に関する政策を一元的に担当する組
織（例えば「外国人庁」あるいは「多文化共生庁」）が必要
となることが予想されるが、当面の措置として、外国人の
受け入れに関する政策と在住外国人に関する政策を総合
的に企画立案し総合調整する部署（例えば「総合的外国
人政策推進室」あるいは｢多文化共生推進室｣）を内閣官

房又は内閣府に設置すること。

【規制の現状】内閣官房の「外国人労働者問題関係
省庁連絡会議」は、各省庁の施策の調整を行うもの
の、国としての総合的な外国人政策を企画立案する
権限を有しない。また、内閣官房「外国人の在留管理
に関するワーキングチーム」は、犯罪対策閣僚会議
の下に設けられ、外国人の在留に関する情報を正確
に把握し、総合的に管理する仕組みを構築するとの
特定の目的のために設置されているものの、国として
の総合的な外国人政策を企画立案する権限を有しな
い。さらに、内閣府「規制改革・民間開放推進会議事
務局」は、外国人政策に関する要望を受理し、各省庁
に資料の提出を求めるなどの権限を有するものの、
総合的な外国人政策を企画立案する権限を有しな

い。
【要望理由】平成17年11月に外国人集住都市会議が
提出した規制改革要望において、外国人に関する総
合的な政策推進体制の整備のための措置を要望し
たが、現時点では、政府の理解を得られていない。ま
た、同時期に提出した規制改革要望に対して、各省
庁から回答はあったものの、政府全体として整合性
のある回答とはなっていない。しかし、近年、国、都道
府県及び市区町村が一体となって外国人政策に取り
組む必要性はますます高まってきており、その実施
のためには、各省庁が縦割りで施策を推進する現在
の体制を改める必要がある。このため、内閣官房又
は内閣府に、外国人政策を総合的に企画立案し、省
庁間の連絡調整を行うのに必要な権限を有する組織

を、できる限り速やかに設置すべきである。

内閣法、規制改革
民間開放推進会議
令、外国人労働者
問題関係省庁連絡
会議（関係省庁申
合わせ）、外国人
の在留管理に関す
るワーキングチー
ムの設置について
（関係省庁申合わ

せ）

内閣官房、内
閣府

5057 5057090 z01002

内閣官
房、警察
庁、法務
省、厚生
労働省、
国土交通
省

・テロの未然防
止に関する行動
計画（平成１６年
１２月１０日国際
組織犯罪等・国
際テロ対策推進
本部決定）
・旅館業法施行
規則（昭和２３年
厚生省令第２８
号）第４条の２
・旅館業法施行
規則の一部を改
正する省令の施
行について（平
成１７年２月９日
付け健発第
0209001号厚生
労働省健康局長

通知）
・旅館業法施行
規則の一部を改
正する省令の施
行に関する留意
事項について
（平成１７年２月
９日付け健衛発
第0209004号厚
生労働省健康局
生活衛生課長通

知）

・旅館業の経営者は、宿泊者が日本国
内に住所を有しない外国人である場合
には、その者の国籍及び旅券番号を宿
泊者名簿に記載しなければならない。
・氏名及び旅券番号等を宿泊者名簿に
記載する際には、当該宿泊者に対し、
旅券の呈示を求めるとともに、その写し
を宿泊者名簿とともに保存することとす

る。

ｃ Ⅳ

外国人宿泊者に係る旅券の写しの保存の指導につ
いては，「テロの未然防止に関する行動計画（平成１
６年１２月１０日国際組織犯罪等・国際テロ対策推進
本部決定）」を踏まえ，外国人宿泊者に係る宿泊者名
簿の記載事項の正確性を担保することによって関係
行政機関による外国人テロリストに関する正確かつ
迅速な情報収集や追跡調査等に支障を来さないよう
にすることを目的として措置したものであり、テロに対
する国民の安全等を確保するための施策の一つとし
て、その必要性が高いことから、これを廃止すること

は困難である。

　要望者からの以下の再意見を踏まえ、措置の分
類、措置の内容、措置の概要（対応策）につき再検討

願いたい。
「本要望の趣旨は、全ての外国人旅行者の旅券写し
の取得・保存の廃止を求めるものではない。

　外国人団体ツアーの場合であれば、国籍や旅券番
号等を記載したリストを旅館・ホテルが旅行会社から
入手することで、宿泊者名簿の記載事項の正確性を
担保して関係行政機関による外国人テロリストに関
する正確かつ迅速な情報収集や追跡調査等に支障
は来さないため、旅券の写しの取得・保存を省略でき

るようにすべきである。」

ｃ Ⅳ

「外国人団体ツアーの場合であれば、国籍や旅券番号等
を記載したリストを旅館・ホテルが旅行会社から入手する
ことで、宿泊者名簿の記載事項の正確性を担保」すると
のことだが、旅行会社から入手するリストの内容が正確で
あるという保証は必ずしもなく、これをもって外国人団体ツ
アーの場合において旅券の写しの保存の省略を認めるこ
とは、テロに対する国民の安全等を確保するという当該措
置の趣旨・目的と照らし合わせると、困難である。

なお、事前に、旅行会社において団体旅行客の旅券の写
しを取り、これを旅館・ホテルに送付し、当該旅館・ホテル
においてこの写しと旅行客が呈示する旅券との照合確認
を行うことによって、「当該旅館・ホテルにおいて旅券の写
しを取る行為」の代替とすることは問題ないものと考える。

（社）日本経済団体
連合会

90 A

旅館・ホテルにおける外
国人宿泊者の旅券写しの
取得・保存の見直し【新

規】

　外国人宿泊者に係る旅券の写しの取得・保存を省略で
きるようにすべきである。

　当該措置の趣旨は十分に理解できるが、その目的
は､旅館・ホテルが外国人宿泊者に旅券の呈示を求
め､宿泊者名簿記載事項の内容と照合することで十
分達成し得る｡この運用を見直すことにより、外国人
宿泊者及び旅館・ホテル双方の負担の軽減を図り、
外国人宿泊者のより円滑な受入れを推進すべきであ
る。現に､旅券のコピーをとる際に､外国人宿泊者が
視認できない場所（事務室等のバックヤード）で旅券
を一時的に預らざるを得ない場合があり､外国人宿泊
者から不安や不信が表明されるといった事態が生じ
ていることに留意されたい｡また､外国人団体ツアー客
の場合､旅行会社を通じて事前あるいはチェックイン
時に国籍及び旅券番号を記載したツアー客リストが
提供されるため、旅券の呈示のみにて国籍･旅券番
号を確認できる。にも拘らず､個々人について旅券の
コピーをとらなければならないため､長時間待たせ､ク
レームが発生する事態も少なからず生じている｡
　運用の改善により外国人旅行者に対する接遇が向
上すれば、ビジット・ジャパン・キャンペーンをはじめと
する観光立国の推進に資するものと考える。

テロの未然防止に
関する行動計画
（平成16年12月10
日国際組織犯罪
等・国際テロ対策
本部決定）

旅館業法施行規則
第4条の2

旅館業法施行規則
の一部を改正する
省令の施行につい
て（平成17年2月9
日厚生労働省健康
局長通達）

旅館業法施行規則
の一部を改正する
省令の施行に関す
る留意事項につい
て（平成17年2月9
日厚生労働省健康
局生活衛生課長通

達）

厚生労働省健
康局生活衛生

課

　「テロの未然防止に関する行動計画
（平成16年12月10日国際組織犯罪
等・国際テロ対策本部決定）」に基づ
き、旅館業法施行規則（昭和23年厚
生省令第28号）が改正され､2005年4
月1日より、旅館・ホテルの宿泊者名
簿に外国人宿泊客の国籍ならびに旅
券番号の記載が義務づけられるよう
になった｡併せて､厚生労働省健康局
長通達により､当該外国人宿泊者の旅
券のコピーをとり､宿泊者名簿とともに
保存するよう指導されている。

5057 5057139 z01003 全省庁
民法第４６６条
第２項

契約当事者が反対の意思表示をした場
合には債権譲渡を行うことができない。

（民法第４６６条第２項）
ｄ

平成17年1月から、債権譲渡対象を特定目的会社等
に拡大している。

- -
（社）日本経済団体

連合会
139 A

国・地方公共団体向け金
銭債権の証券化に係る譲
渡禁止特約の解除

　各省庁・地方公共団体向け金銭債権につき、速やかに
譲渡禁止特約を廃止すべきである。そのため、各省庁共
通のルール（①譲渡先が金融機関の場合は債権譲渡禁
止特約の適用除外とする、②事前承認手続を大幅に簡素
化する、③債権譲渡に対する取扱いを統一する）を策定
し、売買契約・請負契約に反映すべきである。地方公共団
体についても同様の統一的な取扱うべきである。

　資産流動化を促進する上で、債権譲渡禁止特約の
存在が障害となっている。債権譲渡禁止特約の廃止
に向けて、各省庁、地方自治体が共通ルールの下で

着実に取り組むことが求められる。

全省庁、地方
公共団体

　国の機関及び地方公共団体向けの
金銭債権については、譲渡禁止特約
が付されていることが多く、当該金銭
債権の証券化等を行うことができな

い。
  近年、一部の省庁においては事前に
承認を得ることにより譲渡を認めたり、
特定の譲渡先については債権譲渡禁
止条項適用の例外とする等、企業に
おける売掛債権を活用した資金調達
の支援・促進が図られている。

  しかしながら、依然として省庁による
対応のバラツキ、事前承認手続きの
煩雑さ、不透明さ等の問題が残されて

いる。

5057 5057194 z01004

内閣官
房、警察
庁、法務
省

出入国管理及び
難民認定第２条
の２、別表第一

制度の所管は法務省である。 ー ー

外国人の在留に関する情報を正確に把握し、総合的
に管理する仕組みの構築については、現在、「外国
人の在留管理に関するワーキングチーム」において
検討を行っており、在留外国人の入国後のチェック体
制の強化についても、平成１８年度に結論を得ること

とされている。

- -
（社）日本経済団体

連合会
194 A

「高度人材」に対する在留
期間の長期化

　わが国経済社会の様々な分野で活躍する（あるいは活
躍が期待されている）「高度人材」の受入れをより一層促
進するため、わが国で長期的かつ安定的に就労すること
を望む「高度人材」にとって阻害要因となっている最長3年
の在留期間について、例えば在留資格「人文知識・国際
業務」、「技術」、「投資・経営」等、総じて専門性が高く不
法滞在者も少ない分野の人材については、その他一般の
専門的・技術的分野の外国人労働者を含む在留外国人
のチェック体制の強化に関する議論・検討に先行させ、在

留期間を5年に伸張すべきである。

　専門的・技術的分野の中でも、右記の在留資格「投
資・経営」等の「高度人材」については、現行の在留
期間（3年又は1年）終了までに更新の手続きを行う制
度に代えて、一定の報告義務等を課し資格外活動等
を行っていないことを証明すること等の手続きを導入
することにより、不法就労等の問題が発生することを
防止できる。その一方で、問題のない「高度人材」の
身分の安定性が大いに高まることで、優秀な人材を
海外から受け入れるための環境が改善されるものと

期待される。
　なお、その他「高度人材」に含まれない一般の専門
的・技術的分野の在留資格者や、身分又は地位に基
づく在留資格者などの在留外国人については、就労
状態、居住状態、社会保険の加入状況、子供の就学
状況等を総合的に把握・管理する仕組みを検討し、
在留期間の伸長も含め、引き続き2006年度中に結論

を得るために検討すべきである。

出入国管理及び難
民認定法第2条の2

第3項
出入国管理及び難
民認定法施行規則

別表第2

法務省入国管
理局

　出入国管理及び難民認定法では、
現在、一度の許可で与えられる在留
期間は、「外交」、「公用」及び「永住
者」を除き最長3年となっている。
　『第三次出入国管理基本計画』
（2005年3月29日策定）では、専門的・
技術的分野の外国人の中でも「高度
人材」をより積極的に受け入れる姿勢
を示し、「経済、文化等様々な面で我
が国に貢献している高度人材に対し
ては、1回の許可でより長期間の在留
期間を決定することとし、安定的に我
が国で活動しやすい方策を構築する
必要性が指摘されている」として、「在
留期間を伸長しても不法就労等の問
題を発生させない仕組みを確立するこ
とを前提に、高度人材の在留期間の
伸長を図っていく。また、併せて高度
人材に含まれない専門的、技術的分
野の在留資格に係る在留期間の伸長
についても検討していく」としている。
　また、2006年3月31日に閣議決定さ
れた規制改革・民間開放推進3か年計
画（再改定）においても、高度人材の
移入に資する在留期間の見直しにつ
いて、「（中略）高度な人材について
は、外国人の勤務先に一定の要件を
設けるなどの措置を講じた上で、（＊)
在留期間の上限を5年程度に引き上
げる措置を講ずることについて検討
し、（2006年度中に）結論を得る」とさ

れたところである。
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措置の概要（対応策） その他 再検討要請
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） 要望主体
要望
事項番
号

要望種
別

（規制改
革A/民
間開放
B）

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁等
その他

（特記事項）

5066 5066004 z01005 全省庁
民法第４６６条
第２項

契約当事者が反対の意思表示をした場
合には債権譲渡を行うことができない。

（民法第４６６条第２項）
ｄ

平成17年1月から、債権譲渡対象を特定目的会社等
に拡大している。

- -
社団法人リース事

業協会
4 A

国・地方自治体向け金銭
債権の証券化に関する債
権譲渡禁止特約の解除

各省庁及び地方自治体において、統一的かつ早急に債
権譲渡禁止特約の解除の対象となる契約（リース契約
等）及び譲渡対象者の拡大（特定目的会社等）を望む。

各省庁及び地方自治体ごとに対応が異なり、引き続
き、統一的かつ早急な対応が求められる。

全省庁、地方
自治体

5083 5083004 z01006 全省庁 内閣官房は審議会を設置していない。 ー ー ー - -
特定非営利活動法
人「子どもに無煙環
境を」推進協議会

4 A
政府省庁の審議会は原
則的に公開（傍聴可能）と

すべき

　例えば厚生労働省の審議会（厚生科学審議会地域保健
健康増進栄養部会や中央社会保険医療協議会など）は
公開（傍聴可能）で，事前にホームページで広報させてい

る。
　しかし，例えば財務省の財政制度等審議会たばこ事業
等文科会，税制調査会など）は，財務省のホームページ
の週間予定には掲載されているが，非公開となっている。
これら審議会等は，公開（傍聴可能）とすべきである。

政策決定のための審議
会の審議を国民が傍聴
することにより，審議の
透明性が高まり，かつ
国民も情報を速やかに
知ることにより，早期の
情報入手と対応が可能

になる。

　政府省庁の審議会の資料が後日（１～２週間後）そ
のホームページで公開され，１～数カ月後には議事
録が公開されているようであるが，国民が審議情報
の詳細を知るには余りにタイムラグがあり過ぎる。
　マスメディアにのみ公開したり，会後，審議会長が
記者発表や会見をする場合もあるが，あわせて公開

（傍聴可能）を制度化すべきである。
　動きが早くなっている政策決定や実施にあたって，
国民の知る権利を保証し，合意形成を進めるために

は，これは不可欠な制度である。

全省庁


